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１．地域熱供給の概要 ～熱供給事業とは～
3

○オフィスビル、商業ビル、ホテル、住宅等の冷暖房及び給湯のために、加熱もしくは冷却した「温水」、「冷水」、
「蒸気」を一ヶ所等の熱供給施設（エネルギープラント）でまとめて製造し、それらを熱導管によって、複数の
建物へ供給する事業

○事業者は、コスト削減（高効率機器の採用や負荷平準化効果による省エネルギー、公的支援の活用等）
やスペースの有効利用（機器削減による余剰スペース、容積率の緩和等）といったメリットを享受

○環境負荷低減に資するほか、再生可能エネルギー・未利用エネルギーの活用による地域再エネの地産地消
が可能

○災害時における電力・熱の供給や、蓄熱槽保有水の活用などにより、都市のレジリエンス強化に資する

熱供給施設を構成する機器
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熱供給事業法に基づく「熱供給事業」は、オフィスビル、ホテル、住宅等の冷暖房・給湯用に
冷却もしくは加熱した「冷温水」、「蒸気」、「給湯」等を熱供給施設（プラント）で製造し、
それらを熱導管によって、複数（2つ以上）の建物かつ需要家へ供給する、加熱能力が
21GJ（ギガジュール）/h 以上の事業。

地域熱供給方式（地域冷暖房）

省エネ、省CO2
省スペース化

屋外機

屋外機

冷暖房設備 熱供給施
設

蓄熱水槽

個別熱源方式

冷水往き
7℃

冷水還り
14℃

温水往き
50-
60℃

温水還り
40-50℃

熱導管のイメージ

１．日本の熱供給事業法の適用範囲
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ガス・電力・不動産・鉄道等企業が参画し防災・環境・循環・経済を高める地域共生エネルギーネットワークを展開

打ち手としての地域熱供給事業会社80社＋賛助36社  
出資

人口減少への対応
熱源集中化による運
転・保守要員の効率
化

地域の事前防災力強化
地域連携によるコジェネ・
蓄熱水を活用した災害時
一時避難施設への熱電
供給や消防・生活用水の
提供 ※自治体との防災協定の締結

最適エネルギーマネジメント
AIデマンドレスポンス技術に
よる高効率運転・省エネ徹底

地域再エネの地産地消・脱
炭素

清掃工場廃熱・下水・地中
熱・河川熱・海水熱等の熱
源への取込

エネ多消費市街地等にプラント
を設置、エネミックスと最新技術
による多様な価値を地域に提供

❖ 地域熱供給は、第7次エネルギー基本計画・温暖化
対策計画において「後押しすべき」、「自治体が中心と
なって進める導入取組が強く期待」と位置付け。

１．地域脱炭素・地域防災・地域活性化の打ち手としての地域熱供給
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《12地域》

名古屋市・常滑市・浜松市・富山市 《1地域》

山形市

《14地域》

横浜市・川崎市・千葉市・印
西市・高崎市・宇都宮市・さ
いたま市・つくば市

《8地域》

札幌市・苫小牧市

《7地域》

福岡市・北九州市・佐世保市
《19地域》

大阪市・堺市・豊中
市・田尻町・神戸
市・芦屋市・赤穂市

《69地域》

港区・江東区・千代田区・
豊島区・新宿区・中央区・渋
谷区・大田区・品川区・練馬
区・文京区・世田谷区・墨田
区・多摩市・八王子市・府中
市・立川市

《3地域》

広島市・高松市

❖ 大阪関西万博の冷房対策
として海水熱等の地域再エ
ネを熱源に取り込んだ地域
熱供給が採用（70超のパ
ビリオンに熱供給）

❖ 水素熱供給の
取組開始

１．全国に広がる地域熱供給 《全国133地域で地域熱供給が採用》
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出典：日本熱供給事業協会資料より



 供給延床面積は最近5年間で8％超の伸び
 販売熱量は対前年比5％増ペースの伸び
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給湯

温熱

冷熱

1980年 1990年 2010年2000年

<2024年度>
24,795[TJ/y]

販売熱量の構成比
■冷熱   60.8％
■温熱   39.4％
■給湯   0.8％

販売熱量の推移

2020年(TJ)

冷熱

温熱

給湯

１．全国に広がる地域熱供給 《販売熱量は堅調に増加傾向》
直近に熱供給開始した例

2022年6月 虎ノ門エネルギーネットワーク株式会社 （虎ノ門ヒルズ）
2023年8月 株式会社シーテック    （中日ビル）
2024年11月  大阪エネルギーサービス株式会社 （グラングリーン大阪）
2025年3月 東京ガス野村不動産エナジー株式会社（BLUE FRONT SHIBAURA）
2025年4月 株式会社福岡エネルギーサービス （ワンフクオカビル）

7
出典：日本熱供給事業協会資料より
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＜参考：エネルギー効率の指標＞

地域冷暖房のＣＯＰ        販売熱量合計（GJ）
（一次エネルギー換算）    原・燃料の一次換算エネルギー使用量（GJ）＝

エネルギー効率の推移

効
率
ア
ッ
プ

電気の一次エネルギー換算係数
→ 1999年 10.250 kJ/kWh
→ 2003年   9.83 kJ/kWh
→ 2006年   9.76 kJ/kWh
→ 2023年   8.64 kJ/kWh

1999年比 +36.7％（電気の一次エネルギー換算係数を 8.64kJ/kWh として比較）

■冷暖房の総合効率（COP）：0.943（令和5年度実績値）

0.690
電気の一次エネルギー換算係数を
8.64kJ/kWh とした場合

１．日本の熱供給事業の現状 《エネルギー効率は1999年比》

8
出典：日本熱供給事業協会資料より

原・燃料の一次換算エネルギー使用量のうち再エネ・未利用エネ比率
12.6％（令和５年度実績値）
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２．脱炭素化は揺り戻しも、安定供給とGXの両立を継続推進
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２．S＋３Eの原則は維持。エネルギー安全保障に重点
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２．再エネ、原子力等の脱炭素電源も活用したバランスの取れた電源構成
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 抜本的な製造プロセス転換が必要となるエネルギー多消費産業について、官民一体で取組を進めることが我
が国の産業競争力の維持・向上に不可欠。

省エネ

樹木 パルプ

黒液 黒液
ボイラー

紙

乾燥工程
で熱利用

黒液生成と利用のイメージ

化学
石炭火力等の燃料をアンモニア
等脱炭素燃料へ切り替える「燃
料転換」と、ナフサ由来の原料
からバイオエタノールや廃プラス
チックへ転換する「原料転換」 
等を進める。

鉄鋼
• 高炉からの電炉化、直接水
素還元、高炉法での水素還
元といった技術オプションを複
線的に追求。

• 当面は高炉からの電炉化を
進めるとともに、水素還元製
鉄の研究開発を加速。

紙パルプ
石炭火力等の燃料を「黒液
（木材からパルプを製造する際
の副生物）」等へ切り替える
「燃料転換」を行いつつ、バイオ
エタノールやセルロース製品
（CNF等）製造への産業転換
による産業の成長も目指す。

12m3  小規模試験高炉(水素還元)

焼成工程や石炭火力等の燃料
を廃棄物やバイオマス等へ切り
替える「燃料転換」と、廃コンク
リート等をリサイクルし、CO2の
回収・再利用を伴う「原料転
換」を進める。

セメント

13

アンモニア燃焼時のナフサ分解炉内の様子

（出典）出光興産HP

（出典）日本製鉄HP

水素還元製鉄実証 ナフサ分解炉のアンモニア燃焼実証 黒液の利用 CO2回収型セメント製造実証

実証試験設備の外観

CO2回収のイメージ

CO2

仮焼炉で回収

CO₂を
固定

セメント原料

セメント

メタネー
ション、
CCS等

炭酸カル
シウム

CaO

（出典）太平洋セメントHP

黒液の写真
（出典）日本製紙連合会

２．エネルギー多消費産業における電化や非化石転換



２．省エネと非化石転換を推進し、コスト最適な手段で2050年ネットゼロ
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 S＋３E(安全性、安定供給性、経済効率性、環境適合性)の原則は維持。エネルギー安全保障に重点。
 DXやGXの進展による電力需要増加。脱炭素電源の確保が経済成長に直結する状況であり、再エネ、原子

力はともに最大限活用。
 再エネを主力電源として最大限導入するとともに、特定の電源や燃料源に過度に依存しないようバランスのとれ

た電源構成を目指す。
 エネルギー政策と産業政策を一体的に検討し、「GX2040ビジョン」とも連携。

２．主要分野における対応
 再エネは、主力電源として、地域との共生と国民負担の抑制を図りながら最大限の導入。ペロブスカイト太陽電

池は、2040年までに20ＧＷ超導入。EEZ等での浮体式洋上風力の導入。次世代型地熱等の加速。
 原子力は、安全性の確保を大前提とした再稼働とバックエンドを加速。「廃炉を決定した事業者が有する原発サ

イト内」における次世代革新炉への建て替え。フュージョンエネルギーを含めた次世代革新炉の研究開発を促進。
 火力は、LNGの長期契約確保、水素・アンモニア・CCSによる脱炭素化を推進。非効率な石炭火力を中心に

発電量を低減し、予備電源化。技術革新が進まず、NDC実現が困難なケースも想定して、LNG必要量を想定。
 事業者の積極的な脱炭素電源投資を促進する事業環境整備、ファイナンス環境の整備。
 省エネ・非化石転換の推進。省エネ型半導体や光電融合等の開発、データセンターへの制度的対応、省エネ設

備の普及支援。脱炭素化が難しい分野における水素等やCCUSの活用。自給率向上に資する国産資源開発。
 AZECの枠組を通じて、多様かつ現実的な道筋によるアジアの脱炭素化を進め、世界全体の脱炭素化に貢献。

１．基本的な方向性

２．第７次エネルギー基本計画
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２．第７次エネルギー基本計画における地域熱供給の位置づけ
・自然由来の再生可能エネルギー熱の導入拡大
太陽熱、地中熱、雪氷熱、温泉熱、海水熱、河川熱、下水熱等は地域性の高い重要なエネル
ギー源であり、複数の需要家群で熱を面的に融通する取組への支援により再エネ熱の導入拡大
を目指す。

・蓄電池、ディマンドレスポンス（DR）の活用促進
コージェネ、負荷設備、蓄熱槽等のDERを活用したアグリゲーションビジネスの促進等を行い、Ｄ
Ｒの更なる普及を図ることが必要。

・効率的な熱供給の推進
熱導管を面的に敷設して行う地域型の熱供給、地点型の熱電一体供給などを踏まえたコージェ
ネレーションや廃熱等のエネルギーの面的利用を推進。
地域の省エネルギーの実現や再生可能エネルギーの導入拡大に伴う調整力の確保に貢献すると
ともに、災害時のレジリエンス強化やエネルギーの地産地消等を後押し。

・水素の供給と面的な利用
地域の脱炭素化やエネルギー自給率向上、地方創生にもつながる水素の供給と面的利用

・地球温暖化推進法に基づく算定・報告・公表制度の活用
合成メタンの排出削減価値の要件の検討、カウントルールの整備
カーボンリサイクルによるCO₂削減価値の明確化



２．GX2040ビジョン
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令和７年8月26日
第15回GX実行会議 資料１ より抜粋
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３．2025年 大阪・関西万博の熱供給設備で効率的にエネルギー供給

20

出典：令和6年度 日本熱供給事業協会シンポジウム 大阪ガス㈱ 講演資料より



３．2025年 大阪・関西万博の熱供給設備で再エネ熱を活用
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３．芝浦スマートネットワーク構築：東京ガス野村不動産エナジー株式会社

出典：東京ガスHPより

ガスコージェネレーションシステム 高効率燃料電池システム FC-6M
とCCU装置

供給能力 冷熱：約55GJ/h
温熱：約44GJ/h
電力：2,000kW（発電端出力）

主要設備 ガスコージェネレーションシステム：1,000kW×2台
温水吸収式冷凍機：299RT×1台
空冷ヒートポンプチラー：60RT×18台
芝浦地冷冷熱受入：3,500RT
芝浦地冷温熱受入：34.2GJ/h

 東京都港区芝浦に最新鋭の地域冷暖房拠点が完成。再エネと水素を組み合わせた次世代型システム。
 東京ガス（株）・野村不動産（株）による芝浦エネルギーセンターを竣工し、2025年3月1日よりエネルギー供給を開
始。

 芝浦スマートネットワーク（芝浦地冷センターと芝浦エネルギーセンターが連携）による最適運用することで、区域全体
のエネルギー効率を約15％向上する予定。

完成予想図 22



３．西鉄福岡駅再開発：（株）福岡エネルギーサービス

出典：日本熱供給事業協会 熱供給131より

 福岡市の天神ビッグバン最大の再開発ビル「ONE FUKUOKA BLDG. 」の2025年4月24日運開に合わせ、（株）
福岡エネルギーサービスがエネルギー供給を開始。

 西鉄福岡駅再開発地域では、今回のエリア拡張に対して、災害時のBCP 対応と熱源設備の再構築の観点から、ワン
ビルに第2熱源センターを設置。
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３．TAKANAWA GATEWAY CITY：（株）えきまちエナジークリエイト
 2025年3月27日のまちびらきと連動し、㈱えきまちエナジークリエイト（※）がエネルギー供給を開始。
 TAKANAWA GATEWAY CITYでは、先進的な環境・エネルギー技術を取り入れた街づくりを目指し、多様な再生
可能エネルギーを活用するほか、将来の水素社会の実現に向けた燃料電池や食品廃棄物を活用したバイオガスシステ
ムの導入に取り組んでいる。

 ビルインタイプのバイオガスシステムの導入は、東日本エリアで初。生ゴミを減容する過程で生成されるメタンガスをボ
イラで活用し、街区内でのエネルギー循環を目指している。
※東日本旅客鉄道㈱が、㈱JR東日本ビルディングと東京ガス㈱とともに、TAKANAWA GATEWAY CITYにおけるエネルギー供給・エネルギーマネジメントを行うことを目的に設立。

【サステナビリティを支える技術】
・長寿命高効率環境配慮型
特高変圧器
・デュアルフューエル式非常用
発電機
・ターボヒートポンプ
・蓄熱槽

【様々な再生可能エネルギー・
未利用エネルギー】

・バイオガス
・太陽熱
・下水熱
・厨房排水熱

【蓄熱槽を活用した高度な
エネルギーマネジメント】

・国内最大級の水蓄熱槽
（20,500㎥）

【熱のデマンドレスポンス】
・需要家との連携

東日本旅客鉄道資料より作成

バイオガス
利用を含む
環境・エネ
技術の導入

CO2排出
原単位65％
削減予定

THE LINKPILLAR １

NORTH

TAKANAWA GATEWAY CITY
RESIDENCE

THE LINKPILLAR 2 

SOUTH

文化創造棟
（仮称）
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 ビジネスと次世代育成による社会課題解決を目指す展
示会として2025年12月10日（水）～12日（金）に開催。

 ５５０企業等が出展する中、地域熱供給ブースが取り上
げられた。

 エコプロ2025では、DACによる次世代農業生産「アク
アポニックス」や地域一体で安定してエネルギーを供給す
る「地域熱供給」といった循環経済やエネ効率運用のシ
ステムに注目が集まる

 冷暖房・給湯等の熱エネルギーを１か所でまとめてつくり
供給する「地域熱供給」を出展～ビル個別での使用が難
しい地域の再エネをDHCプラントで一括管理し地域全
体へ供給する仕組～CO2削減・暑熱化抑制などに効果
と紹介。

３．地域熱供給エコプロブースが日経記事に掲載

25

日経記事冒頭サマリー



目 次

１ 地域熱供給とは

２ エネルギー政策とエネ基での地域熱供給の位置づけ

３ 地域熱供給の最近の事例

４ SHK制度の概要・目的・最近の改正

５ 今後の熱供給事業の発展に向けて
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４．SHK制度の概要
令和7年10月3日
第5回 温対法に基づくガス事業
者及び熱供給事業者別排出係
数の算出方法等に係る検討会
資料4より抜粋



４．事業者別排出係数の公表の対象

28

令和5年7月28日
第1回 温対法に基づくガス事業
者及び熱供給事業者別排出係
数の算出方法等に係る検討会
資料6より抜粋



令和７年６月公表値

令和7年6月にCO2ゼロメニューを
公表した事業者とメニュー名

丸の内熱供給（A）
池袋地域冷暖房（A）
東京都市サービス
府中日鋼町地域地域（A）

 みなとみらい21熱供給
（A,B）

R6/6 R7/6
事業者数 18 18
地域別 7 23
CO2ゼロメニュー なし 5

出典：環境省 排出係数一覧

４．SHK制度活用状況 ⇒CO2ゼロメニュー設置が拡大

29

https://policies.env.go.jp/earth/ghg-santeikohyo/calc.html
https://policies.env.go.jp/earth/ghg-santeikohyo/calc.html
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４．SHK制度改正に向けた状況について（廃熱活用の算定方法）
令和7年10月3日
第5回 温対法に基づくガス事業
者及び熱供給事業者別排出係
数の算出方法等に係る検討会
資料4より抜粋
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４．SHK制度改正に向けた状況について（廃熱活用の算定方法）
令和7年10月3日
第5回 温対法に基づくガス事業
者及び熱供給事業者別排出係
数の算出方法等に係る検討会
資料4より抜粋



４．SHK制度改正に向けた状況について

32

令和7年10月3日
第5回 温対法に基づくガス事業
者及び熱供給事業者別排出係
数の算出方法等に係る検討会
資料4より抜粋
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４．SHK制度改正に向けた状況について
令和7年10月3日
第5回 温対法に基づくガス事業
者及び熱供給事業者別排出係
数の算出方法等に係る検討会
資料4より抜粋
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２ 第７次エネルギー基本計画と地域熱供給の位置づけ

３ 地域熱供給の最近の事例

４ SHK制度の概要・目的・最近の改正

５ 今後の熱供給事業の発展に向けて
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５．今後の熱供給の発展に向けて
１ レジリエンスと多様化によるエネルギー安全保障の確保
熱供給源の分散化（再生可能熱、蓄熱システムなど）によるリスク分散。
災害時にも機能する自立型・分散型熱供給システムの構築。
地域特性に応じた熱源の組み合わせ（地産地消型熱供給モデル）の推進。

２ 脱炭素化と再生可能エネルギー熱の導入拡大
地中熱、太陽熱、バイオマス、地中熱ヒートポンプなどの再生可能熱源の活用促進。
廃熱・未利用熱（産業プロセス、データセンター等）の回収・利用システムの構築。
水素やアンモニアなど、カーボンフリー燃料の熱源への導入検討。

３ 熱インフラの高度化とネットワーク化
地域熱供給（地域冷暖房）の拡大と既存インフラの更新・最適化。
個別システムから、複数熱源を連携させた「熱ネットワーク」への転換。
デジタル技術を活用した熱需給の最適制御（AI予測、IoTモニタリング等）。

４ 省熱・高効率化技術の普及促進
建物の断熱性能向上（ZEH/ZEBの標準化、改修支援）。
高効率ヒートポンプ、潜熱蓄熱システム、熱交換器の技術革新と導入支援。
産業プロセスにおける熱利用の効率化とプロセス見直し。
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